
　　消費税率（国・地方）が、平成２６年４月１日に５％から８％へ引き上げられたことに伴い、消費税収

（現行分の地方消費税を除く。）については、その使途を明確にし、社会保障財源化することとされてお

り、地方公共団体においても、地方消費税収の引き上げ分をすべて社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。

　　以上の趣旨を踏まえ、平成２８年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社

会保障財源化分）の社会保障施策経費への充当状況について、下記のとおり報告します。

記

（歳入） 市町村交付金（社会保障財源化分）

（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

154,753 109,535 6,431 38,787

心身障害者特別対策費 154,753 109,535 6,431 38,787

56,434 462 7,605 2,346 46,021

社会福祉総務費 4,058 169 3,889

予防費 59 3 56

老人福祉総務費 30,341 462 7,410 1,261 21,208

地域会館等管理費 667 195 28 444

社会教育総務費 10 0 10

その他 21,299 885 20,414

178,817 51,857 15,405 7,431 104,124

一般管理費 6,000 249 5,751

社会福祉総務費 1,870 78 1,792

心身障害者特別対策費 3,256 135 3,121

児童福祉総務費 6,037 251 5,786

児童措置費 141,080 51,762 15,405 5,863 68,050

保健衛生総務費 151 95 6 50

公債費 20,423 849 19,574

13,407 557 12,850

社会福祉総務費 13,327 554 12,773

労働諸費 80 3 77

403,411 161,854 23,010 16,765 201,782

高齢者福祉事業

平成２８年度長万部町一般会計決算における地方消費税市町村交付金（社
会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要す
る経費について

４６,６１６千円

１,１２１,６８０千円

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

社会福祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

社会福祉事業

小　　計



【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

引上げ分の
地方消費税

（社会保障財源
化分の市町村
交付金）

（単位：千円）

事業名 経費

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源

国道支出金 地方債 その他 その他

87,949 36,095 3,655 48,199

社会福祉総務費 87,949 36,095 3,655 48,199

144,933 23,879 6,023 115,031

後期高齢者医療費 144,933 23,879 6,023 115,031

117,497 1,453 4,883 111,161

老人福祉費 117,497 1,453 4,883 111,161

350,379 61,427 14,561 274,391

35,664 9,246 6,740 1,482 18,196

心身障害者特別対策費 23,543 6,486 4,883 978 11,196

ひとり親家庭福祉費 5,683 734 1,439 236 3,274

児童福祉総務費 6,438 2,026 418 268 3,726

312,872 13,002 299,870

保健衛生総務費 2,872 119 2,753

病院事業費 310,000 12,883 297,117

19,354 1,225 845 806 16,478

一般管理費 38 2 36

保健衛生総務費 15 1 14

予防費 19,030 1,225 845 791 16,169

常備消防費 35 2 33

学校管理費 115 5 110

社会教育総務費 121 5 116

367,890 10,471 7,585 15,290 334,544

1,121,680 233,752 30,595 46,616 810,717

医療給付事業

社会保険

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

小　　計

保健衛生

医療確保事業

疾病予防対策事業

小　　計

合　　計


